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１． 調達の概要 
 

１－１. 調達件名 

本業務の名称は「令和４年度 窓口支援システム導入業務委託」（以下「本業務」という。）とす

る。 

 

１－２. 目的 

近年総務省は「ICTを活用した業務処理の効率化・迅速化」、「業務の実施体制の見直し」

等の業務改革を推し進めている。 

このような状況の中、本市においては、ＩＣＴを活用したＤＸの推進の一環として窓口支援システ

ムを導入し、申請書の電子化及び手続きをシステム管理することで、デジタル化3原則（デジタル

ファースト、ワンスオンリー、コネクテッドワンストップ）の実現を目指し、手続きの簡素化を行い、市

民サービスの向上と窓口業務の効率化を図るもの。 

 

１－３. 本業務の範囲 

本件の業務範囲については「臼杵市窓口支援システム導入業務委託仕様書」を参照すること。 

 

１－４. スケジュール 

令和4年度事業として実施するものとし、システム稼働日については、導入決定業者と調整のう

え決定する。 

 

１－５. 提案上限額 

本業務にかかる上限額は次のとおり。なお、見積額がこれを超過した場合は失格とする。 

 

（提案上限額） 

・システム初期導入費用及びハードウェア等費用 

２０，８８５，０００円（税込） 

※消費税及び地方消費税は10％とする。 

※上記は契約予定額を示すものではない。 

  

１－６．利用料 

・システム利用料、ＲＰＡライセンス使用料、運用支援費用及びハードウェア保守費用 

２，４２０，０００円（年額・税込） 

※次年度以降のシステム利用料については選定の基準額とし、超過したことによる失格の対象と

はならない。 
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 １－７. 本提案依頼に係る提示資料 

 

 

 

 

 

１－８. 本提案依頼に係る提出書類 

様式番号 様式名称 

様式1 プロポーザル参加申込書 

様式2 質問書 

様式3 企画提案書表紙 

様式4 会社概要 

様式5 機能要求書 

 

１－９. 本業務実施にあたって遵守すべき法令等 

本業務実施にあたっては、次の法令等を遵守すること。 

（１） 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 

（２） 臼杵市個人情報保護条例 

（３） 臼杵市契約規則 

（４） 臼杵市情報セキュリティポリシー 

（５） その他関係法令等 

資料番号 資料名称 

別紙1 臼杵市窓口支援システム導入業務委託 提案評価基準 

別紙2 データセンター設備要件一覧 
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２． 提案手続 
 

２－１. スケジュール 

参加申込書提出期限 令和4年 8月 5日（金） １２時まで（必着） 

質問受付期限 令和4年 8月10日（水） １２時まで（必着） 

質問に対する回答期限 令和4年 8月17日（水） 

提案書及び見積書提出期限 令和4年 8月24日（水） １２時まで（必着） 

プレゼンテーション 令和4年 8月31日（水）  

選定結果の通知 令和4年 9月上旬 

 

２－２. 質問受付 

質問は、様式2「質問書」を使用し、質問受付期限である令和4年８月10日（水）までに「２－１

4.資料提出場所及び問合せ窓口」へ電子メールで行うこと。また、電話、FAX及び口頭による本

市職員への質問及び個別のヒアリングは禁止する。 

 

２－３. 質問に対する回答 

質問受付期限までに受け付けた質問については、令和4年 8月17日（水）までに回答を行う。な

お、受け付けた質問及び質問に対する回答については公平性及び透明性を確保するため、その

内容を質問者の意思に関わらず、辞退者を除く全ての提案参加事業者に公開する。 

 

２－４. 参加申込書提出 

（1） 提出物 

参加意思を表明する場合の提出物は次のとおりとする。提出部数は1部とする。 

ア 様式1 「プロポーザル参加申込書」※代表者印を押印したもの。 

（2） 提出方法 

上記の提出物については、令和4年 8月 5日（金）までに「２－１4.資料提出場所及び問合せ

窓口」に記載の場所に持参または郵送により提出すること。 
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２－５. 提案書、見積書等提出 

（1） 提出物 

提案書及び見積書提出期限までの提出物は次のとおりとする。なお、提出物の正本及び副

本の紙原本については1部ごとにフラットファイルに綴じて提出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 提出方法 

令和4年 8月24日（水）までに「２-１4.資料提出場所及び問合せ窓口」に持参または郵送によ

り提出すること。 

 

２－６. 提案書、見積書等の様式 

（1） 企画提案書 

企画提案書は、原則A4用紙サイズとし、ページ数は30ページ程度とする(A3用紙サイズの使

用も差し支えないが、ページ数は、A3用紙片面でA4用紙2ページとして扱う。）。印刷は両面

印刷とし、ページ数を付すること。文字サイズは10ポイント以上で作成すること。なお、企画提

案書は「【別紙1】臼杵市窓口支援システム導入業務委託提案評価基準」の項目に沿って作

成すること。企画提案の記述にあたっては、情報システム担当部門以外の職員が、企画提案

者の説明がなくても読んで理解できる内容とすること。 

（2） 調達機器一覧表 

提案する調達物の製品名等を一覧（任意様式）に記入し提出すること。 

（3） 見積書 

見積書については、必ず社印を押印し、見積金額（年額・税込）を記入し提出すること。なお、見

積金額については、内訳がわかるようにしたうえで、任意の様式で見積内訳書を別途提出するこ

と。また、構築に係る費用と本稼働日からサービス利用中（１年間）の費用を２段書きなどわかる

ように記載すること。内訳は、「導入費用」、「運用保守費用」及び「運用支援費用」がわかるよう

に作成し、人的費用（人日などのエ数及び単価）、ハードウェアに係る費用、ソフトウェアに係る費

用等の項目は省略せずに金額を記載すること。 

（「一式」など一括で金額を計上する方法で中身が判別できない記載方法をしないこと。） 

（4） 機能要求書 

機能要求書については、様式５「機能要求書」に記入し提出すること。なお、機能要件につ

いては、提案する本システムの機能において、臼杵市窓口支援システム導入業務委託仕様

書に記載する項目の内容に沿って作成すること。 

※機能要求書において「対応不可」の場合でも提案を妨げるものではない。 

 

様式番号 
正本 

（代表者印が押印された紙原本） 

副本 

（紙原本） 

【様式３】企画提案書表紙 1 部 1 部 

【様式４】会社概要 1 部 1 部 

【任意様式】企画提案書 1 部 １2部 

【様式５】 「機能要求書」 1 部 1 部 

【任意様式】見積書 1 部 1 部 

電子データ 

（上記の電子データを保存したＣＤ－Ｒ） 

1 部 不要 
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２－７. プレゼンテーション・ヒアリングの実施 

（1） 実施日及び質疑応答 

・令和4年８月31日（月） 

※実施場所及び実施時間は、後日個別に連絡する。 

・評価項目 

評価項目は「【別紙1】臼杵市窓口支援システム導入業務委託提案評価基準」に記載のと

おりとする。記載の順番にプレゼンテーションを行い、どの項目を説明しているのかがわかるよう

にすること。 

・時間配分 

1者あたり75分以内（プレゼンテーション45分以内、質疑応答30分以内） 

・その他 

プレゼンテーションソフト等を使用する場合は、パソコン、プロジェクタ、ポインタ等は持参するこ

と。スクリーンは事務局にて準備を行う。 

（2） 内容 

・プレゼンテーションの内容については、本市が提示する「【別紙1】臼杵市窓口支援システム

導入業務委託提案評価基準」に沿って作成された企画提案書内容と齟齬がないこと。 

・デモ機を使用して、実際の住民異動（転出・転入、異動届を伴わない異動、死亡に伴う異

動）に関する手続きを実演すること。 

（3） 留意事項 

・既に提出された企画提案書等の差替えや追加は認めない。誤字脱字等がある場合には、プ

レゼンテーション時に説明すること。 

・プレゼンテーションに参加しない者は失格とする 

 

 

２－８. 最優秀提案者決定通知 

最優秀提案者が決定した旨の通知は、すべての提案事業者（辞退者を除く。）に文書にて行う

ものとする。送付先については、様式1「プロポーザル参加申込書」に記載された所在地又は住所

に送付し担当者宛とする。 

 

２－９. 選考方法 

選考方法は、次に掲げる方法による。 

（1） 「公募型プロポーザル方式」により最優秀提案者を決定する。 

（2） 選定機関については、本市が設置する「臼杵市窓口支援システム導入業務委託選定委員

会」において選定を行う。 

（3） 選定にあたっては、「臼杵市窓口支援システム導入業務委託仕様書」の要件項目のうち一

部が満たせない場合においても提案を妨げるものではない。 

（4）評価を実施するにあたっての項目については「【別紙1】臼杵市窓口支援システム導入業務委

託提案評価基準」のとおりとする。 
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（5） 審査方法は、提出された企画提案書、見積書一式、その他提出物による書類審査及びプ

レゼンテーションによるものとし、合計評価点が基準（総合点の6割以上）を満たした者の中か

ら最も高い事業者を最優秀提案者に決定する。 

（6） 合計評価点が最も高い事業者が2以上ある場合は、プレゼンテーションに対する評価点が高

い者を最優秀提案者に決定する。また、見積額も同点の場合は、提案額に対する評価が

高い者を最優秀提案者に決定する。 

 

２－１０. 提案事業者としての資格要件 

以下に掲げる要件を全て満足する者であること。 

・本市のネットワークを利用したシステムの導入が見込めること 

・本市の端末環境を利用したシステムの導入が見込めること 

・本市住民記録システムとの前方連携及び後方連携が見込めること 

・臼杵市一般競争入札参加資格名簿に登録されている若しくは登録が見込めること 

・地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１１第１項において準用する第１６

７条の４第１項又は第２項に規定する者でないこと。 

 

 

２－１１．参加資格 

  本プロポーザルの参加者（以下「参加者」という。）は、次に掲げる要件をすべて満たしていなけれ

ばならない。 

また、１つの法人又は団体若しくは同一人が代表者となっている法人等が、重複して複数の参加

表明を行った場合、その者の提案は無効とする。 

 (1)地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１１第１項において準用する第１６

７条の４第１項又は第２項に規定する者でないこと。 

 (2)会社法（平成１７年法律第８６号）第４７５条若しくは第６４４条の規定に基づく清算の開始、

破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条第１項若しくは第１９条第１項の規定に基づく破産

手続開始の申立て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手

続開始の申立て、又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生

手続開始の申立てがなされた者でないこと。 

 (3)参加申込書の提出の日から契約締結までの間において、指名停止の措置を受けている者又

は受けることが明らかである者でないこと。 

 (4)暴力団（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

１項第２号に規定する暴力団をいう。）若しくはその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含

む。）及び暴力団若しくは その構成員でなくなった日から５年を経過しない者並びにこれらの統制

下にある者でないこと。 

 (5)プライバシーマーク又はISMS適合 (ISO/IEC27001やJISQ27001)の国際規格を取得しているこ

と。 

 (6)県内外を問わず複数市町村による窓口支援システムの導入に携わった経験があること。 

  なお、複数者共同で提案（以下「共同提案」という。）に参加する場合は、共同提案の代表者

は上記(1)から(5)の要件を全て満たし、代表者以外の者は上記 (1)から(4)の要件を全て満たして

いること。 

 

２－１２. 失格要件 

参加者が次のいずれかに該当する場合は、無効・失格とする。 

(1)参加資格要件を満たさないことが判明した場合。 

(2)契約締結までに参加資格要件を満たさなくなった場合。 
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(3)提案見積額が、提案における費用上限額を超えている場合。 

(4)企画提案書等に虚偽の内容が記載されていると認められた場合。 

(5)本プロポーザルの審査又は契約等に影響を与える工作等、不正な行為があったと認められた

場合。 

 

２－１３. その他留意事項 

 ・参加者は、実施要領等の内容や決定事項について、不明確・錯誤等による異議の申し立てを

行うことはできない。 

 ・企画提案書等について、提出方法・提出先及び提出期限に適合しなかった場合は、本プロポー

ザルに参加できない。 ただし、公共交通機関のダイヤの乱れにより、提出期限を過ぎたものは、遅

延が参加者に起因するものではなく、かつ公共交通機関が発行する遅延証明書が添付された

場合にのみ受け付けることとする。 

 ・本プロポーザルの日程等に変更があった場合は、速やかに参加者へ通知する。 

 ・提出期限以降の企画提案書等の差し替え及び再提出は認めない。 

 ・企画提案書等の提出は、１参加者あたり１提案のみとする。 

 ・企画提案書等に記載された項目については、原則として契約時の仕様に反映する。 

 ・企画提案書等に記載された内容は、受託後に追加費用を伴わず実施する意思があるものとみ

なす。事業費に含めないオプション提案についてはわかりやすく「オプション」と標記すること。 

 ・提出された企画提案書等の内容について、本市より問い合わせを行う場合がある。問い合わせ

を受けた場合には、速やかに回答すること。 

・企画提案に係る一切の経費は、提案者の負担とする 

・受託候補者とした通知をもって本調達業務の契約を約すものではない。 

・合計点数には、最低点を設定するため、1者のみでも受託候補者の該当がない場合がある。 

・審査等に対して、異議申し立てはできないこととし、選考方法、選考内容についての問い合わせ

にも、応じないこととする。 

・本市から提示した本プロポーザルに関する資料を、本調達業務企画提案以外の目的で 

  使用すること、及び第三者への開示・漏洩することを禁止する。 

・電子メール等の通信事故について、当市はいかなる責任を負わない。 

 

 

 

 

２－１４. 資料提出場所及び問合せ窓口 

〒８７５–８５０１ 

大分県臼杵市大字臼杵72番1 

臼杵市役所 

担当：総務課 ＤＸ推進室  

電話：０９７２‐６３‐１１１１(内線：２１３３） 

メール：jyouhou@city.usuki.oita.jp  


